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【本文で使用される金融機関の分類、略称の定義】 
  
・金融機関等 ： 琉球銀行、沖縄銀行、沖縄海邦銀行、コザ信用金庫、鹿児島銀行、

沖縄振興開発金融公庫、沖縄県信用保証協会 
・金融機関 ： 琉球銀行、沖縄銀行、沖縄海邦銀行、コザ信用金庫、鹿児島銀行、 

沖縄振興開発金融公庫 
・地域金融機関 ： 琉球銀行、沖縄銀行、沖縄海邦銀行、コザ信用金庫、鹿児島銀行 
・地域金融機関等 ： 琉球銀行、沖縄銀行、沖縄海邦銀行、コザ信用金庫、鹿児島銀行、 

沖縄県信用保証協会 
・沖縄公庫 ： 沖縄振興開発金融公庫 

 



 

Ⅰ．はじめに  
 
 本報告は、沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生の実現に向け、官民が

一体となって取り組む事項や金融仲介機能を高度化する戦略について、沖縄

県内の金融機関等、有識者、行政機関が会して行った「金融仲介・地方創生

高度化推進会議」の５回にわたる論議を取りまとめたものである。 
 

最近の沖縄経済は、企業の景況感、雇用、入域観光客数などの経済指標を

みると、本土復帰以降、最高の水準にあるが、労働生産性が全国水準より低

いなどの課題も多く、県内企業においても、経営改善や事業再生、事業承継等

の経営課題に直面する企業が多数存在している。 
こうした企業の中には、経営戦略の策定、それを実現するための人材確保

や適切なファイナンスなどについて助言を受けることにより、経営課題を解決

できる企業も多いと考えられる。 
このため、県内の金融機関においては、取引先企業への対応として、経営

課題の的確な把握及びその解決に資する方策やファイナンスの提供が期待さ

れている。さらに、キャッシュレスやＩＣＴといった新しい技術を活用した本県の

条件不利性の克服も期待されている。  
また、企業においても、経営の透明性を確保する等の取組みが金融仲介機

能の高度化のために期待されているほか、沖縄総合事務局等の国の機関及

び地方公共団体においても、地域の実態を十分に把握し、実態に合わせた政

策対応及び地域金融機関との対話・連携を行うことが必要である。 
このように、企業、金融機関等、国の機関等が戦略的に必要な取組みを進

めることが、金融仲介機能の十分な発揮に繋がると期待される。 
ひいては、企業の生産性向上が図られ、地域経済の発展・地方創生に波及

するといった好循環を作り出していくことが重要である。  
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Ⅱ-1．沖縄の金融経済等に係る状況 
 
 沖縄県における経済の状況をみると、県

の将来人口推移は 2030 年まで増加が続

き、2040 年でも 2018 年比で 101.3％と全

国とは対照的に推移することや、入域観

光客数が H29 には 5 年連続過去最高の

958 万人となったほか、観光収入について

も 5 年連続過去最高の 6,979 億円となる

など、好調な経済環境となっている。 

そ の一 方、県の

労働生産性は全国

平均の 7 割程度の

水準となっており、

ほとんどの産業分

野において都道府

県別で最下位レベ

ルであることから、

生産性の向上が課

題である。 
※労働生産性＝県内総生産÷就業者数で算出 
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○ 県内６行庫の貸出金残高の推移をみると、拡大する経済環境を反映し、 

直近５年間では全国を上回り、2012 年度に比べて１．３倍と大きく伸長して 

いる。 

 

 

○ 県内の金融機関店舗の配置状況は、県内 41 市町村のうち、北部離島に

所在する 15 町村1には銀行・信用金庫の店舗が所在しておらず、このう

ち、3 町村2においては JA・JF の店舗も所在していない。 

 
 
 
 
                                                   
1 大宜味村、東村、宜野座村、伊江村、渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、 

南大東村、北大東村、伊平屋村、伊是名村、多良間村、竹富町、与那国町 
2 渡嘉敷村、座間味村、竹富町 
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○ 県内の将来推計人口は、北部、宮古圏域等の減少が推定されている。 
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Ⅱ-2．沖縄の地域企業・経済の発展、地方創生に向けた金融仲

介機能の高度化戦略（高度化のポイント） 
 
 
１ 中小企業の生産性向上  

(1) 金融機関の伴走型本業支援 
・ 金融機関がメイン取引先に本業支援（営業キャッシュフローの増強

等）を伴走型で実施し、企業の生産性向上を後押し。 
(2) 中小企業自らの生産性向上等 

・ 中小企業にとって導入が容易なクラウド会計ソフト等の活用により、生

産性を向上。更に金融機関が当ソフトを活用することにより効果的な融

資モニタリングを推進。 
(3) キャッシュレスの推進 

・ キャッシュレスを推進し、販売機会の増加や現金のハンドリングコスト

の削減等を通じ、企業の生産性を向上。 
(4) ＩＣＴ等新たな技術の活用 

・ WEB カメラ等のＩＣＴを活用した融資・経営相談等をする仕組みを導

入し、立地の条件不利性を克服する金融包摂を実現。 
 

２ 創業支援 
・ 沖縄公庫及び地域金融機関等の協調融資商品を創設することにより、

沖縄公庫が持つ創業計画等の作成をサポートするノウハウと地域金融

機関等による業況把握や経営上の相談等のモニタリング機能を融合し、

創業支援態勢の充実を実現。 
 

３ 事業承継 
・ 沖縄県事業承継ネットワーク事業により掘り起こされた事業承継ニーズ

に対し、金融機関等を基軸とする伴走型本業支援を実施することにより、

事業承継問題の解決を着実に実現。 
 

４ 地方創生に向けた金融機関、中小企業支援機関、地方公共団体及び国

の機関等との連携 
・ 金融機関、中小企業支援機関、地方公共団体及び国の機関等の強み

を発揮できるネットワークの構築を図り、沖縄総合事務局はそのブリッジ

役として、必要な政策対応（予算措置やセミナー開催等を通じたオープン

イノベーションの創出等）を行うなど地方創生に積極的に貢献。 
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１．中小企業の生産性向上 
(1) 金融機関の伴走型本業支援 
    金融機関がメイン取引先に本業支援（営業キャッシュフローの増

強等）を伴走型で実施し、企業の生産性向上を後押し。 
  

県内金融機関では、取引先企業の事業内容やその将来性なども適切に

評価する、いわゆる「事業性評価」に基づく融資や顧客企業向けの本業支援

（生産性向上）の取組みが進められている。 
既にこのような事業性評価に基づく無担保無保証融資も一部の金融機関

では積極的に進められている。 
 
こうした取組みを更に高度化するためには、 

① 中小企業の経営者と対話を多く重ねることでリレーションを適切に構築 
② 企業の財務・業務フロー・商流まで含めた事業を理解 
③ 事業の内容や成長可能性等を評価（事業性評価） 
④ 経営課題に対する適切な解決策を伴走型で提案・実行支援（日本銀行那

覇支店調査の生産性向上事例も参考にしつつソリューションを提供） 
を伴走型で実施することにより、企業の本業である営業キャッシュフローの

増強、生産性（付加価値）向上を実現していく取組みを組織的・継続的に実

践することが重要である。 
 

なお、こうした取組みを金融機関が市町村等の地方公共団体や、中小企

業の支援団体の基軸（ハブ）となって、企業支援を行うことが期待される。 
 
こうした取組みにより、過度な担保・保証に依存した融資からの脱却や本

県の地域企業・経済の持続的成長と地方創生に大きく貢献することに繋が

り、同時に金融機関の持続的なビジネスモデルの確立にも貢献すると考えら

れる。 
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(2) 中小企業自らの生産性向上等 

中小企業にとって導入が容易なクラウド会計ソフト等の活用によ

り、生産性を向上。更に金融機関が当ソフトを活用することにより効

果的な融資モニタリングを推進。 
  
① 管理会計による業務効率化 

小規模事業白書によると、直近３年間の経常利益額の傾向（財務・会計

業務における IT の導入状況別）は、特にクラウド型の利用者において、経

常利益額の増加傾向が最も高くなっている。 

 このため、クラウド会計ソフトを活用し、リアルタイムに財務状況（利益源

泉、経費内訳等）を把握し、機動的に業務プロセスの見直しに活用するとい

った管理会計の実施、若しくは会計業務の省力化や初期導入・維持管理コ

ストの低廉化

による業務効

率化に繋げ、

生 産 性 の 向

上を図ること

が 期 待 さ れ

る。 

② 融資モニタリングの高度化 
金融機関においては、多数の取引先を抱えており、取引先の財務データ

の取得事務の効率化及び分析の高度化が課題となっている。 
このため、クラウド会計ソフトを活用し、財務データを中小企業・金融機関

間で共有することにより、データ入手の手続きを軽減するスキームを導入す

ることが考えられる。 
こうしたスキームにより中小企業経営の透明性が高まることで、担保・保

証に過度に依存しない融資の促進に繋がるものと考えられるほか、取引先

企業の財務分析の高度化も可能となり、本業支援の充実も期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：「小規模事業白書 2018」第 2-2-13 図 
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(3) キャッシュレスの推進 

キャッシュレスを推進し、販売機会の増加や現金のハンドリングコ

ストの削減等を通じ、企業の生産性を向上。 
  

地域金融機関等の積極的なキャッシュレス推進3の結果、本県のクレジット

カード決済割合は他県に比べて高くなっている。今後とも、地域金融機関に

おいてはそれぞれの事業戦略に基づいたキャッシュレス環境の整備に取り

組み、中小企業における販売機会の増加や現金のハンドリングコストの削減

等を通じた生産性を向上する取組みが期待される4。 
 
なお、クラウド会計やＰＯＳレジは、キャッシュレスとの親和性もあり、連携

して活用することが生産性の向上に効果的である。 
例えば、クラウド会計とキャッシュレスとの連携により小口現金の手間をな

くすことによって人手不足の解消に寄与することができる。あるいは、モバイ

ルＰＯＳでキャッシュレス対応を行えば、初期の導入費用を抑えることがで

き、金額の入力ミスを防げるため、正確でスピーディーな顧客対応に繋げら

れる。このようにキャッシュレスと連携することによる相乗効果が期待でき、

中小企業の更なる生産性の向上が期待できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
3  県内地域金融機関のキャッシュレスの取組みについては、琉球銀行が離島の観光協会

等とカード加盟店サービスについて提携し、各島内でのキャッシュレス決済環境を整え
る取組みを進めているほか、沖縄銀行では「おきぎん StarPay」、コザ信用金庫では
「Origami Pay」の普及を進めていくこととしている。 

  琉球銀行におけるキャッシュレスの取組みは、まち・ひと・しごと創生本部事務局か
ら地方創生に資する金融機関等の「特徴的な取組事例（31年 3月）」として表彰・掲載
された（別添資料）。 

4  2019 年度に政府で実施される「キャッシュレス・消費者還元事業」を活用することが
有効と考えられる（別添資料）。 
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(4) ＩＣＴ等新たな技術の活用 
  WEB カメラ等のＩＣＴを活用した融資・経営相談等をする仕組みを

導入し、立地の条件不利性を克服する金融包摂を実現。 
  

前述のとおり、県内においては、金融機関の店舗が所在していない市町

村が多いほか、都市部の渋滞が慢性化しているなど、沖縄県は立地の条件

不利性を抱えている。 
 現に離島の事業者から、金融機関とのインターネットを使った融資相談等

の要望が見受けられる。 
 従って、通信情報技術（ＩＣＴ）を活用した融資・経営相談等の仕組みの導入

により、金融機関の店舗までの移動時間やコストを削減する取組みを検討

することが重要である。具体的には、WEB カメラ等のＩＣＴの活用により、企

業と金融機関との相談機会の増加や移動時間等の削減効果が見込まれ、

立地の条件不利性を克服する金融包摂の実現に寄与すると考えられる。
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２．創業支援 

沖縄公庫及び地域金融機関等の協調融資商品を創設することによ

り、沖縄公庫が持つ創業計画等の作成をサポートするノウハウと地域

金融機関等による業況把握や経営上の相談等のモニタリング機能を

融合し、創業支援態勢の充実を実現。 
 
① 創業時の支援態勢 

地域金融機関と沖縄公庫の創業融資5の実績を比較すると、事業者数で

は沖縄公庫が多い。 
これを業種別にみると、公庫は地域金融機関に比べ、飲食サービス・宿泊

業など、いわゆるサービス関連産業への融資が多いという特徴がある。 
従って、地域金融機関においては、サービス産業等への創業計画等の作

成サポートといった、創業時の支援態勢の構築が課題となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
5 ここでは「創業前または創業後１年以内の事業所への融資」を指す。 
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② 創業融資後の支援態勢 

沖縄公庫の創業融資のデータをみると、融資後５年目までの経営破たん

した先の割合（累積ベース）は、新規は年平均 2.8%、既存は同 1.4%と新規が

既存を大きく上回っており、融資後の業況把握や経営上の相談等によるモニ

タリング体制の構築が課題となっている。 
 

出典：－沖縄公庫レポート（沖縄公庫取引先からみた新規開業の現状 2015）－ 

 

③ 創業支援態勢の充実 

上記①及び②を踏まえ、沖縄公庫及び地域金融機関等の協調融資商品

を創設678することにより、沖縄公庫が持つ創業計画等の作成をサポートする

ノウハウと、地域金融機関等による業況把握や経営上の相談等によるモニ

タリングを融合した取組みを実施することが重要である。 

こうした取組みを進めることで、創業者の持続的な創出につながり、地域

経済の発展に貢献できると考えられる。 

 
 
 
 
  

                                                   
6 日本政策金融公庫では、平成 30 年 9 月末時点で、214 機関と 288 商品を創設している。 
7 コザ信用金庫と沖縄公庫では、令和元年 5 月 31 日付で協調融資商品を創設している。 
8 沖縄海邦銀行と沖縄公庫では、令和元年 6 月 17 日付で協調融資商品を創設している。 
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３．事業承継 

沖縄県事業承継ネットワーク事業により掘り起こされた事業承継ニ

ーズに対し、金融機関等を基軸とする伴走型本業支援を実施すること

により、事業承継問題の解決を着実に実現。 
 

中小企業の事業承継については、日本企業全体の約３割で後継者未定と

いう試算が中小企業庁より示されている9。 
こうした中、県内企業においても、

企業経営者の高齢化が進んでおり、

事業承継の必要性が高い時期を迎

えようとしているところ、民間調査会

社の調査結果によると、８割余りが後

継者不在となっており、本県は都道

府県の中で最も高い不在率となって

いる。 
既に沖縄県事業承継ネットワーク

事業10に基づく事業承継診断等の取

組みが実施されているが、この取組

みを着実に実施するとともに、診断後

に金融機関等が本業支援を軸に伴

走型でフォローアップしていくことが事業承継問題の解決に向けて重要であ

る。11 
さらには、事業承継に際し、現経営者の保証契約の存在が隘路となってい

る場合には、「経営者保証に関するガイドライン」に基づいて保証解除の可

能性を検討することも期待される。 
 
  

                                                   
9 未来投資会議構造改革徹底推進会合 第１回「地域経済・インフラ」会合（平成 29 年

10 月 12 日） 
10 平成 30年～令和 4 年（5 年間）を集中実施期間とし、診断実施機関によりプッシュ型

事業承継診断を実施。（診断実施機関：金融機関、商工会議所、商工会等） 
11 中小機構作成の事業承継診断マニュアル等や、長期にわたり事業承継が行われている

地域の企業や地域金融機関の取組みを研究、活用することも有効と考えられる。 
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４．地方創生に向けた金融機関、中小企業支援機関、地方公共 

団体及び国の機関等との連携 
 

金融機関、中小企業支援機関、地方公共団体及び国の機関等の強

みを発揮できるネットワークの構築を図り、沖縄総合事務局はそのブリ

ッジ役として、必要な政策対応（予算措置やセミナー開催等を通じたオ

ープンイノベーションの創出等）を行うなど地方創生に積極的に貢献。 
  

既に金融機関においては、金融仲介の高度化を通じた地方創生の取組

みを進めている12が、企業、支援機関、地域金融機関、地方公共団体、国の

機関等の各主体が、それぞれの強みを発揮する地域経済エコシステム13の

一員として、地域外の経済主体等とも密接な関係を持ちながら、適切かつ効

果的な取組みを持続的に進めることが期待される。 
沖縄総合事務局は、地域経済エコシステムを構成する団体のブリッジ役と

して、必要な政策対応（予算措置やセミナー開催等を通じたオープンイノベー

ションの創出等）を行い、金融仲介機能の高度化、地域企業・経済の発展と

地方創生に貢献していく必要がある。 

 
 

                                                   
12  前述の琉球銀行のキャッシュレスの取組みのほか、沖縄海邦銀行と沖縄公庫が協調し

て北部に所在する廃業ホテルを再生支援、沖縄銀行では中部地区で通り会（商店街組

合）を設立し地域を活性化する支援、コザ信用金庫の創業スクールが受講者満足度の高

い「創業スクール１０選」に選定、鹿児島銀行では定住促進・雇用創出等の地域の課題

解決に向けた取組を積極的に展開するなど、地方創生に貢献する様々な取組みが行われ

ている。 
13   「ある地域において、企業、金融機関、地方自治体、政府機関等の各主体が、それぞ

れの役割を果たしつつ、相互補完関係を構築するとともに、地域外の経済主体等とも密

接な関係を持ちながら、多面的に連携・共創してゆく関係。」（金融庁：金融行政のこれ

までの実践と今後の方針（平成 30事務年度）） 
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Ⅲ．今後の議論に向けて 

１．金融仲介機能高度化戦略の重点フォローアップ地域 

 本高度化戦略の重点フォローアップは、県内でも活性化が急がれる

北部圏域及び中部圏域（沖縄市以北）を対象。 
  

沖縄県は大きく５圏域に区分され、豊富な森林資源や美しい自然海岸を有

する北部圏域、産業・都市基盤が集積する中部圏域・南部圏域、広大な海域

や特色ある文化などが見られる宮古圏域・八重山圏域があり、各圏域それぞ

れが本県の持続的発展のために重要な役割を担うとともに、大きく発展する潜

在力を有している。 
 

各圏域に所在する企業は、その特性に応じて固有の課題や発展可能性を

有し、ニーズもそれぞれ異なることから、本高度化戦略の具体的な実施に当た

っては、個別企業の実状をきめ細かく把握した上で、それぞれの金融機関や

国の機関等が、多様な創意工夫を通じて実施することが重要である。 
 

こうした中、本会議では、 
① 人口減少が早期に進展することが予想されているものの、 
② 観光客が急増しており、取組み次第で大きな経済発展が見込まれる、 
③ ＩＣＴやキャッシュレスその他の新たな技術の活用効果が高く期待できる 
などの観点を踏まえ、本島北部圏域と、 
地域経済の再活性化が急務である中部圏域（沖縄市以北）の取組みを重点フ

ォローアップすることにより高度化戦略の質の向上を図ることとする。 
 ※北部圏域・・・・・・・・・・・・・・国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、名護市、宜野座村、

恩納村、金武町、伊平屋村、伊是名村、伊江村 
 ※中部圏域（沖縄市以北）・・うるま市、沖縄市、嘉手納町、読谷村 
 

なお、北部圏等での取組みを県内の他の地域に普及させることは比較的に

容易であると考えられることから、金融機関や国の機関等においては、このよ

うな発展的取組みについても期待したい。 
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２．今後の議論に向けて 

県内の地域金融機関及び中小企業等を取り巻く経営環境は、拡大するアジ

ア経済を背景とした観光客の増加や、ＡＩやビックデータの活用等によるデジタ

ライゼーションの進展等により今後大きく変化すると考えられる。 
本会議では、こうした変化にも的確に対応し、本高度化戦略で実現を目指し

ている企業の生産性向上が図られ、地域経済の発展・地方創生に波及すると

いった好循環が作り出されるよう、今後とも、随時に会議を開催し、高度化戦

略のフォローアップを含め、議論していくこととする。 
 

（以  上） 
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金融仲介・地方創生高度化推進会議メンバー 

 

（組織名 50 音順、敬称略、◎座長） 

金融機関等 

上地 英由  沖縄海邦銀行 代表取締役頭取     

山城 正保  沖縄銀行 代表取締役頭取     

町田  優  沖縄県信用保証協会 会長   

川上 好久  沖縄振興開発金融公庫 理事長  

菊永 栄一郎 鹿児島銀行執行役員 沖縄支店長     

上間 義正  コザ信用金庫 理事長 

川上  康  琉球銀行 代表取締役頭取  

 

有 識 者 

◎  西里 喜明  沖縄県中小企業診断士協会 顧問 

桑原 康二  日本銀行 那覇支店長   

 

行   政 

嘉数  登  沖縄県 商工労働部長 

能登  靖  内閣府沖縄総合事務局 局長 

仲程 倫由  内閣府沖縄総合事務局 次長 

笹本 純雄  内閣府沖縄総合事務局 財務部部長 

寺家 克昌  内閣府沖縄総合事務局 経済産業部部長 

（オブザーバー） 

  金融庁監督局銀行第二課地域金融生産性向上支援室 
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金融仲介・地方創生高度化推進会議開催実績 

 
○第１回 

 日 時 ： 平成 30 年 11 月 12 日（月）13：30～14：30 
 会 場 ： 那覇第 2 地方合同庁舎 2 号館 2 階 DE 会議室 
 主な議題 ： ・沖縄の金融仲介機能に係る現状分析 

 
○第２回 

 日 時 ： 平成 31 年 1 月 22 日（火）14：15～15：45 
 会 場 ： 那覇第 2 地方合同庁舎 2 号館 2 階 DE 会議室 
 主な議題 ： ・北部・離島地域の地域経済活性化 
   ・中小企業・小規模事業者の生産性向上 

 
○第３回 

 日 時 ： 平成 31 年 2 月 7 日（木）13：30～15：00 
 会 場 ： 那覇第 2 地方合同庁舎 2 号館 2 階 DE 会議室 
 主な議題 ： ・沖縄経済の成長を支える多様な産業・企業の育成等

   ・中小企業・小規模事業者の生産性向上 
 
○第４回 

 日 時 ： 平成 31 年 4 月 5 日（金）13：00～14：00 
 会 場 ： 那覇第 2 地方合同庁舎 2 号館 2 階 DE 会議室 
 主な議題 ： ・事例紹介（クラウド会計） 
   ・金融仲介機能の高度化戦略（案） 

 
○第５回 

 日 時 ： 令和元年 6 月 17 日（月）13：00～13：30 
 会 場 ： 那覇第 2 地方合同庁舎 2 号館 1 階 AB 会議室 
 主な議題 ： ・金融仲介機能の高度化戦略（案） 
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金融仲介・地方創生高度化推進会議(第 1回) 議事要旨 

 

１．日時： 

 平成 30 年 11 月 12 日（月） 13 時 30 分～14 時 30 分 

２．場所： 

 那覇第 2地方合同庁舎 2号館 2 階 DE 会議室 

３．議題： 

 沖縄の金融仲介機能に係る現状分析 

４．議事内容： 

 事務局から、「沖縄の金融仲介機能に係る現状分析」について説明した後、以下のような 

議論が行われた。（○：メンバーの発言、●：当局の発言） 

 

○ 金融仲介の高度化は非常に重要なテーマであり、こういったことを続けていかなけ

れば、金融機関の持続的なビジネスは続かないということは認識している。そうい

った意味でも今回の取組は非常に重要だと思っている。 

○ 先程いろいろな数字の説明があったが、こういったプロジェクトは現状をしっかり

と認識した上で適切に KPI を作るということだと思う。 

○ 今回の会議は、継続的に金融機関が努力し、当局と連携しながら、一つ一つ前に向

かって進むことが重要だと考えている。 

○ 金融仲介と地方創生というところで話をすると、持続可能なビジネスモデルを作る

ということになった場合、観光関連産業だけで果たして沖縄県は持続可能なのかと

いうことは今後も課題として認識すべき。 

○ 地政学的リスクなど色々なリスクによって観光は浮き沈みがかなりある。観光関連

産業は裾野が広いことから、ホテルや小売業含めて沖縄県経済への影響が大きい。

現在の沖縄県の経済が良い時に、課題を共有して、今後どうすべきかについて先々

を読んで対策を講じなければならない。 

○ 沖縄県は人口が増えているが、増えているところは那覇近郊。村や離島など過疎化

が進んでいる。そういった地域に目を向けて金融機関も一緒に取り組むのが地方創

生だと思っている。 

○ 本土の金融機関は人口が減少し、創業が少ない地域において金利競争はもっと熾烈

な環境だと思うが、（沖縄は）若干違うような気がする。 

○ 沖縄は金利が高いとよく聞かれるが、地域ごとの金利の相場があるのではないかと

思う。 

○ 担保・保証に依存しない融資については、金融機関のボリュームや経営体力のなか

で、どれだけのリスクを取っていけるか、その覚悟があるかということだと思う。

例えば、大口融資を避けるとか、金融機関によって戦略が違って当然だと思ってお

り、その中で、5年後 10 年後と長期の視点でお客様と(お付き合いを)させていただ

ければと思っている。 

19



○ 金融環境がかなり厳しい状況の中、中小企業の支援は当然金融機関の使命と捉えて

おり、私どもは地域と共存・共栄するためにどうあるべきかを絶えず考えながらや

っている。 

○ 取引先は非常に零細・小規模の事業所が多く、事業性評価ができる環境にない事業

所もたくさんある。そういう中でも、目利き力を発揮し、融資をしていくというス

タンスで行っている。 

○ 保証人、担保に過度に依存しない融資については、規程類を改定し、極力徴求しな

いというスタンスで融資をやっている。 

○ 沖縄県は、今は人口が増えているが、いずれ減少に転じると言われている。地方創

生の取組みの中で私どもが具体的に行っていることについて、先行事例として参考

になり得る。そのあたりで協力させていただければと思う。 

○ 官民が一体となってどう取り組むかということが今回のテーマになろうかというこ

とだと思う。 

○ 政策金融機関と民間金融機関が、政策誘導や決済機能、短期運転資金の融通等それ

ぞれの機能を発揮しつつ、リスクを適切に分担するなどより一層の協調、連携に務

めることにより県内は非常に良い方向に行くのではないかと思う。 

○ 私どもは企業の経営支援や事業再生の促進、あるいは創業支援、あるいは事業承継、

そういうところに鋭意取り組んでいる。 

○ 必ずしも中央の問題意識をそのまま機械的に当てはめるということでは無く、沖縄

県の実情も踏まえながら、色々な意味でバランスの取れた議論になればいいと思う。

私も自分の立場から貢献できればと思っている。 

○ 企業アンケートは 3 万社に出して、1 万社ほどしか回答が無いものだが、いわゆる

統計学・統計実務の観点からいうと、標本誤差とか非標本誤差がかなり大きいと思

っている。この企業アンケートを基に議論を展開していくと、ミスリーディングに

なるかもしれないので、注意した方がいいと思う。 

○ 未来投資会議であるとか、働き方改革における労働生産性を上げる取組に向けたメ

ニューであるとか、役割分担、その辺の整理というのは今後どのようにされていく

のか。 

● 今後、沖縄総合事務局としても沖縄県等と調整し、二重の作業にならないようにす 

る。 

○ これから議論が始まるという状況の中だが、ターゲットとされる企業や進め方につ

いて、どのように考えているのか。 

● 成長が乏しい地域を念頭に置く必要があると考えている。 

● もう一つは、なかなか自力で付加価値の向上が図れない、外部からの支援を必要と 

している企業も念頭に置いて然るべきだと考えている。 

○ 地方創生を、もっと頻度ある形で進めていくと、やはり先立つものはイニシャルコ

ストと思う。そのためには、県、あるいは国の方の予算であるとか、あるいは一括

交付金であるとか、そういったことを金融機関は全てを知っているわけではない。

こういった業種にはこういうものが使える、とういうようなことも行政サイドの方
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からご紹介いただければ、それを、民間の方への説明等々も金融仲介機能という中

でできてくると思う。 

● 補助金等のメニューが分かりにくいというご指摘に対しては、ここは我々の方で是 

非検討させていただき、積極的に対応できればと考えている。 

○ 県単融資制度、一括交付金も含め、IT、設備関連の補助金等もあるので、それらを

フル稼働させれば、対応できることは色々あると思う。 

○ 金融仲介機能の発揮ということで、金融機関はお客様の生産性が上がることを考え

てメニューも充実させている。一方で企業様の声は、我々の所に来るのはある意味、

いい声しか来ない可能性がある。当局の方に寄せられている、どんなニーズが金融

機関に求められているのかといった声を提供していただければ、おそらくお互いの

議論も深まり、より良い我々の気づきもあると思う。 

○ 地方創生について、沖縄は（金融仲介の）高度化をどう進めていくか。これだけ観

光の風がいい方向に吹いているのに、お土産一つとってもまだまだ他府県の人々の

アイディアに追いついていない。ぜひこういう色々な知恵が集まる場所で、県内の

企業をどう元気にするか、生産性向上のために、こういう施策をすべきとか、観光

産業の人材育成をどうあるべきとか、農業はもっと知恵を出して創意工夫する必要

があるとか、そういうことまで広げられると参考になると思う。 

○ 地方創生で、金融機関が各市町村と連携して、地方創生のいわゆるとりまとめだと

か色々な事に関与しても、その施策について効果が出ているかについて全く知らさ

れていない。そういう中で金融機関がどのように地域の活性化のために関わってい

って欲しいのかという声、要望等もあまり地公体から聞こえてこない。各市町村の

会議の中で金融機関の意見を取り込む、そういう姿勢が欲しいと思う。 

 

以上 

 

 

お問い合わせ先 

沖縄総合事務局財務部金融監督課 

 電話 098-866-0095 
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金融仲介・地方創生高度化推進会議(第２回) 議事要旨 

 

１．日時： 

 平成 31 年 1 月 22 日（火） 14 時 15 分～15 時 45 分 

２．場所： 

 那覇第 2地方合同庁舎 2号館 2 階 DE 会議室 

３．議題： 

 ➣北部・離島地域の地域経済活性化 

 ➣中小企業・小規模事業者の生産性向上 

４．議事内容： 

 各参加機関から、議題にかかる取組み状況について以下のような議論が行われた。 

 

○ 「お客様を知ることから始まる」ということを理念としてやっていて当行ではビジ

ネスサポートシートを活用している。ソリューションの提供については、基本的に

内部の力で対応するのが原則だが、やはり IT 化や、県外の人材マッチングなど、

我々のリソースのみでは足りないところについて、積極的に外部と提携するという

方針でやっている。 

○ 外部の提携先は、他では無い事業内容の先や、面白い取組みをして、顧客にとって

有用である先について、積極的に業務提携をするようにしている。 

○ 地域のポイント制度をつくれないか、ということを問題意識として持っている。地

域事業者が顧客を囲い込んで、かつ効率的に地域にお金がまわり、そして利便性の

高いデータがあるようなポイント制度を沖縄につくるべきという考えのもとに、次

のビジネス、特に、キャッシュレスに関してはそのように思っている。 

○ 本部町・国頭村あたりを通ると、休廃業しているホテルらしき建物がみられ、「やん

ばる」が世界自然遺産に登録されれば、これらを観光資源として活用できる。国頭

村にあるホテルのリノベーションにかかる支援を沖縄公庫、保証協会などの専門家

からも事業の妥当性があるということで協力頂いているので、そういう意味では将

来性があると思っている。 

○ 金融機関は、これまでの待ちの姿勢でお客様の相談を受けていた時代と違って、こ

れからは自らお客様のところに出向いて色々な悩みを聞きながら最適なソリューシ

ョンを提供する、そのような対応が我々地域金融機関に求められていると思ってい

る。 

○ 融資にあたって、担保・保証に依存しないでもよい小規模事業者がたくさんいるの

では、という発想で小規模な金額から無担保・無保証の融資に取り組んでいるとこ

ろ。事業性があるかという基本を外すことなく、トータルで判断して、仮に欠損に

なったとしてもやむを得ないという意識のもとに取組んでいる。 
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○ 小口のお客様のメイン先となり、このお客様が数億円の売上を将来的に達成できれ

ば、これは金融機関冥利につきるし、当行がやるべきコアのお客様はそこだろうと

いう戦略で、結果としてボリュームは達成していないが、先数に関しては予想以上

の純新規先を獲得している。 

○ 創業支援を積極的に取り組んでいて、行政から紹介される場合もあれば、よろず支

援相談から創業支援に展開していくこともある。地域においてどのような産業を創

生していくのか、行政と一体となって支援に取り組む必要があると考えている。 

○ 従来はクライアントごとに、いわゆる、人・モノ・金のうち、金の部分だけを見て

いれば良かったが、それだけでは済まなくなっている。つまり、我々のクライアン

トのモノの部分、要するに何を扱っているか、どういう産業なのか、というところ

をきちんと見なければいけない。 

○ 当公庫は民業補完を旨とし、沖縄振興を民間と一体となって取り組んでいるが、振

興策を進めるうえで、地方自治体との地域振興にかかる支援協定も重要であり、現

在 16 市町村と助言業務に関する支援協定を結んでいる。 

○ 北部市町村は、海岸側は美ら海水族館を中心に観光面で活性化している一方、その

効果が波及していない地域もある。国頭村の今後の観光を考えた場合、既存の都市

型や海洋型ではなく独自のエコツーリズムといった指向もあろう。地域の特色を生

かした観光振興を図ることは、沖縄観光の進化にも寄与する。 

○ 北部地域については、本部港のクルーズ船の拠点整備や名護東道路などの道路のイ

ンフラ整備も進んでいる。個別の融資事案においては、将来性を見据えた採算性を

考慮し、公庫とメインバンクである民間金融機関がうまく協調、連携して支援して

いる。 

以上 

 

お問い合わせ先 

沖縄総合事務局財務部金融監督課 

 電話 098-866-0095 
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金融仲介・地方創生高度化推進会議(第３回) 議事要旨 

 

１．日時： 

 平成 31 年 2 月 7 日（木） 13 時 30 分～15 時 00 分 

２．場所： 

 那覇第 2地方合同庁舎 2号館 2 階 DE 会議室 

３．議題： 

 ➣沖縄経済の成長を支える多様な産業・企業の育成等 

 ➣中小企業・小規模事業者の生産性向上 

４．議事内容： 

 各参加機関から、議題にかかる取組み状況について、以下のような議論が行われた。 

 

○ 観光という沖縄県が輸出しているサービスについて、やはり製造業の製品と同じよ

うに生産性を上げて、企業も収益力を高めていかなければならない。沖縄県の場合

は、いろいろな情報・ノウハウを取り入れれば、生産性・県民所得の向上は、かな

り伸びしろがある。地域金融機関もそれをサポートする役割は大きい。 

○ 民間金融機関として色々なお客様にご提案し、生産性向上に向けて努力をしている

が、そこは現場の職員のスキルを上げて、しっかりお客様と対話が出来て初めて、

我々の想いが相手方に伝わると思う。 

○ 知的財産の評価については、スタンダードな評価手法がないのが現状。ＪＩＣＡや

発明推進協会と連携をしながら評価をしているが、金融機関には実際に評価ができ

る人材が不足しており、知的財産の評価の確立が課題。 

○ 日銀から説明のあった、生産性向上のアウトプット・インプットの具体例は、有効

利用できそうなものが沢山あると思う。 

○ 協調融資商品の創設をご提案させて頂いたが、あくまでも主役は県民であり県内企

業。民間金融機関と公的金融は、お互いに沖縄振興の一翼を担っており、協調して

支援し、Win-Win の関係で県民、県内企業を支えていけたらと思っている。 

以上 

お問い合わせ先 

沖縄総合事務局財務部金融監督課 

 電話 098-866-0095 
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金融仲介・地方創生高度化推進会議(第４回) 議事要旨 

 

１．日時： 

 平成 31 年 4 月 5 日（金） 13 時 00 分～14 時 00 分 

２．場所： 

 那覇第 2地方合同庁舎 2号館 2 階 DE 会議室 

３．議題： 

 ➣金融仲介機能の高度化戦略（案） 

４．議事内容： 

 各参加機関から、議題にかかる取組み状況について、以下のような議論が行われた。 

 （○：メンバーの発言、●：当局の発言） 

 

○ Web カメラなどの ICT を活用すれば、たしかに中小企業の生産性向上という観点から

も、お客様も便利になると思うので、当行でも何が出来るか検討してみたい。 

 前回のシンポジウムでも話題になった伴走型本業支援を行って営業キャッシュフローを

向上させる取組みについては、当行では今期から業績表彰に営業キャッシュフローの増

減の評価項目を導入した。 

 

○ 財務情報がリアルタイムに金融機関に届くということは非常に大事だと感じており、

一番の信用の創造に繋がると思っている。沖縄県においては、中小企業のクラウド会計

の利用がまだまだ進んでいないのが現状なので、これをしっかりと進めることが、担保・

保証に過度に依存しないという金融機関の融資姿勢に繋がっていくと思う。 

  北部地域の推進、それから中部も含めた人口減少の対策をやるべきだと思っている。 

 

○ 北部・奄美が自然遺産に登録されれば、間違いなく観光客も動き出す。民宿も含めた空

家対策、それから移住人口とか、若者の動きなどが分かるのであれば情報を頂きたいと、

直接、市町村に訪問している。 

 

○ 重点実施地域については、景況感の状況も踏まえ検討する必要があると思う。キャッシ

ュレスの取組の中で感じていることは、高齢者にとっては、スマホ決済いわゆる QR コ

ードよりも、IC チップいわゆるカード決済の方が馴染みやすいと感じている。高齢化が

どんどん進んでいるため、QR コード決済もさることながら、IC チップのキャッシュレ

ス化も推進した方が良いと感じている。 

 

○ 今の沖縄の経済状況を俯瞰してみると、これまでにない動きの一つとして、観光客の取

り込みによって、従来それほどビジネスとして動かなかったところに様々な開発が出始

めて、息吹が出てきていると思う。離島や過疎地域にビジネスチャンスが出ている観点
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を踏まえ、取組みの場所を絞り込む検討をする余地はあると思う。 

 

● 総合事務局で北部１２市町村の振興を支援するというプロジェクトチームを立ち上げ

てヒアリングをやってきたが、それぞれがいろいろな課題を持っていることが分かった。

特に聞こえてくるのは「人がいない」ということと「人はいるが住むところがない」と

いうこと。何らかの形で住むところさえ確保できれば、現在、人口減少している地域も

何かできると思うし、その辺は民間も含めて一緒に考えていければと思っている。 

  

○ 重点実施地域を北部とすることについては、例えば、「北部は沖縄県の主力産業である

観光についてもまだまだ伸び代があるし、その地域の企業もまだまだ伸び代がある。そ

こを重点的に金融機関がサポートすればビジネスチャンスにもなるし、沖縄県全体の均

衡ある発展にも資する」というロジックにしてはどうか。 

 

● ICT とかキャッシュレスが最も有効に活用されるのは北部地域とか離島ではないかと

考えており、決してビジネスチャンスの乏しいところに金融機関の資源を配分するとい

う意味では無く、むしろ新しい技術が最有効利用されるのではないかということを念頭

においている。 

 

● 今、沖縄の経済状況については数字を見ると高い水準で推移しているが、課題も多くあ

る。北部・離島の問題、それから貧困の問題、これは絶対的に沖縄の所得レベルが、全

国に比べてまだまだ低いということも大きな要因になっている。このような社会的な課

題をどう解決していくかは我々の課題でもあるが、逆に言えば沖縄の伸び代だとも考え

られるので、是非、そういった視点で捉えていただきたい。 

 

以上 

お問い合わせ先 

沖縄総合事務局財務部金融監督課 

 電話 098-866-0095 
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金融仲介・地方創生高度化推進会議(第 5回) 議事要旨 

 

１．日時： 

 令和元年 6月 17 日（月） 13 時 00 分～13 時 30 分 

２．場所： 

 那覇第 2地方合同庁舎 2号館 1 階 AB 会議室 

３．議題： 

 ➣金融仲介機能の高度化戦略（案） 

４．議事内容： 

 各参加機関から、議題にかかる取組み状況について、以下のような議論が行われた。 

 （○：メンバーの発言、●：当局の発言） 

 

○ 色々な取組みを、それぞれの金融機関の体力とか特性とかに応じてやっているが、本

会議で気づかされることが非常に大きかったという印象をもっている。 

各金融機関の置かれている立場とか環境が異なるため、今回提案されたことを全てや

っていく必要は無いと思うが、それぞれの特徴を活かしながら、また、金融機関も行

政もそれぞれの取組みを参考にしながら、より自分の取組みを高度化していくことで

金融機関として金融仲介機能の発揮ができると思うし、それがひいては県経済のさら

なる発展に繋がると思う。 

今回の戦略会議は非常に有益だったと思うし、こういった取組みのフォローアップに

ついては、より具体的で実際どのように現場が動いているのかということが見えるよ

うな運営をお願いしたい。 

 

○ 事業性評価も地方創生も企業の課題・地域の課題というところで、課題解決に我々がど

う対応できるのかというところだと思う。 

金融機関の融資、円滑な資金供給についての対応を考えると、リスクテイクをどこま

で出来るのか、リスクテイクをすること自体の評価をどうするのか、現場がやってい

るリスクテイクを本部がどう評価できるのかという新しい課題が生まれ始めている。

そこは是非解決できるような勉強会なり、情報共有も重要だと思う。 

我々ができるリスクテイクと公的金融機関ができるリスクテイクは違う。そこも連携

しながら対応出来ればより深い地方創生に向けた取組みができる。 

今後も是非みなさまのご協力のもと、地元の金融機関として資金供給・地方創生・金融

仲介機能の高度化に向けて取り組んでまいりたい。 

 

○ 各銀行で経営資源は違うので、どういう形でポートフォリオを分散化していくかは銀

行ごとの考え方があって然るべき。 

地域が発展、繁栄すれば、当然金融機関としてもそこに発展性があるという大前提に関
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して全く同感である。特に中小企業を中心とした経済の発展に向けて地域金融機関とし

て店舗網の利点を発揮しながら頑張っていきたい。 

 

○ 金融仲介機能のみでは地域の活性化は難しい。行政（市町村）と一体になって取り組む

必要があると思うが、各地公体への働きかけをどのように考えているか。また、ブリッ

ジ役と説明があったが、そのことを含めてどのように考えているか。 

 

● 沖縄総合事務局サイドから具体的に市町村に対して働きかけを行って、予算措置でき

るものがあれば実行するし、地元の金融機関・行政・商工団体との橋渡し役も果たそう

と考えている。 

具体的要望があれば当局に言って頂ければ、積極的に動きたい。 

 

○ 今般の取組みについて、沖縄経済が復帰後最長の期間にわたり拡大する中で、生産性向

上や創業、キャッシュレス、事業承継などの主要課題を取り上げて金融機関と行政が一

緒に議論ができたのは、非常に良いことだと思っている。 

行政による地域振興策の伝統的な手法として補助金制度があるが、最近は自治体がア

リーナ整備を主導するなど、これまでとは明らかに違う次元の動きがではじめており、

これらに対し金融目線での支援が必要な段階になっている。補助金以外の手法、例えば

PFI や PPP などを活用する行政の地域振興策を支援していくことは、今後益々重要であ

り、その点でもこの会議は有意義であったと感じている。 

 

○ 報告書の内容は私どもがやりたいことと重なっていることがかなり多いと思うので、

今後とも金融機関、行政と一緒になって沖縄の中小企業を盛り立てて行きたいと思う。 

 

○ 大変有意義な会議で参加させて頂き感謝する。本会議で挙げられた戦略について、み

なさまの協力も頂きながら、しっかりと取り組んでいきたい。 

 

○ 地域金融機関の最大の使命の一つというのはやはり地域社会への貢献というか、地域

経済の発展のサポートということだと思っている。例えば最近沖縄銀行は SDGs に関す

る取組を行っていて、まさにそういうことかと思っている。 

地域金融機関というのは公的な使命は帯びているが、一方で公的機関でないという厳

然たる事実がある。金融庁や日銀が求めているように、地域金融機関のみなさまには将

来を考えながら、持続可能なビジネスモデルを構築するということも求められている。

今回のレポートに沿った取組みを通じて、公的な使命と、一方でステークホルダーのた

めに収益を上げることが、両立できるように事が運んでいけばいいと思っている。私ど

もはそういう観点からできることがあればサポートしていきたい。 

 

○ 商工会や商工会議所も活用しながら、生産性向上を中小企業にしっかりとやって頂け
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○ 商工会や商工会議所も活用しながら、生産性向上を中小企業にしっかりとやって頂け

るような仕組みを作りあげていく必要があると考えている。ただ、横の連携が少し足り

ないのかなと思っており、関係者のそれぞれ頑張っている部分をどうにか結集できれ

ばすごく効率的・効果的に生産性の向上が図られ、県内中小企業の高度化・高付加価値

が進むのではないかと考えている。 

 

● 沖縄総合事務局としても地域経済エコシステムを構成する団体のブリッジ役として、

金融仲介機能の高度化・経済の発展・地方創生について、役割を引き続き果たしていき

たいと考えている。 

当局は経済産業部・開発建設部・運輸部・農水部もあるので、各部が連携して地方創生

をやっていきたいと考えている。引き続き皆様方のご支援ご協力いただければと考え

ている。 

 

以上 

お問い合わせ先 

沖縄総合事務局財務部金融監督課 

 電話 098-866-0095 
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（抜粋）

30



3

11.1

7.4

11.1

11.1

55.6

0 25 50 75

31



4
32



5
33



6
34



7
35



8
36



9
37



10
38



11
39



12
40



13
41



14
42



条
件
（
対
象
者
、対
象
行
為
、補
助
率
等
）

事
業
の
内
容

キ
ャッ
シ
ュレ
ス
・消
費
者
還
元
事
業

平
成

31
年
度
予
算
案
額

2,
79

8億
円
（
新
規
）

商
務
・サ
ー
ビス
グ
ル
ー
プ

消
費
・流
通
政
策
課

キ
ャッ
シ
ュレ
ス
推
進
室

03
-3

50
1-

17
08

事
業
目
的
・概
要


平
成

31
年

10
月

1日
の
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
い
、需

要
平
準
化
対
策
と

して
、キ
ャッ
シ
ュレ
ス
対
応
に
よる
生
産
性
向
上
や
消
費
者
の
利
便
性
向
上
の

観
点
も
含
め
、消

費
税
率
引
上
げ
後
の
一
定
期
間
に
限
り、
中
小
・小
規
模

事
業
者
に
よ
る
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
手
段
を
使
った
ポ
イン
ト還

元
・割
引
を
支
援
し

ます
。


本
支
援
を実

施
す
る
こと
で
中
小
・小
規
模
事
業
者
に
お
け
る
消
費
喚
起
を後

押
しす

る
とと
も
に
、事

業
者
・消
費
者
双
方
に
お
け
る
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
化
を
推

進
しま
す
。


平
成

31
年

10
月

1日
の
消
費
税
率
引
上
げ
後

9か
月
間
に
つ
い
て
、消

費
者
が

キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
手
段
を
用
い
て
中
小
・小
規
模
の
小
売
店
・サ
ー
ビス
業
者
・

飲
食
店
等
で
支
払
い
を
行
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場
合
、個

別
店
舗
に
つ
い
て
は

5％
、フ
ラン
チ
ャイ

ズ
チ
ェー
ン加

盟
店
等
に
つ
い
て
は

2％
を消

費
者
に
還
元
しま
す
。


な
お
、決

済
事
業
者
は
、当

該
中
小
・小
規
模
事
業
者
に
課
す
加
盟
店
手
数
料
を

3.
25
％
以
下
に
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お
く必
要
が
あ
りま
す
。


補
助
に
あ
た
って
は
、決

済
事
業
者
が
中
小
・小
規
模
事
業
者
に
提
供
す
る
キ
ャッ

シ
ュレ
ス
決
済
の
プラ
ンを
提
示
し、
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中
か
ら、
中
小
・小
規
模
事
業
者
が
自
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望
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い
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選
択
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す
。

国
民
間
団
体
等

補
助

中
小
・小
規
模

事
業
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消
費
者キ
ャッ
シ
ュレ
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支
払

割
引

補
助

（
１
）
消
費
者
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の
還
元


（
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）
の
枠
組
み
に
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中
小
・小
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模
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業
者
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キ
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シ
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決
済
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入
す
る
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に
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要
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端
末
等
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費
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の

1/
3を
決
済
事
業
者
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負
担
す
る

こと
を前

提
に
、残

りの
2/

3を
国
が
補
助
しま
す
。

（
２
）
決
済
端
末
等
の
導
入
補
助

国
民
間
団
体
等

補
助

中
小
・小
規
模

事
業
者

決
済
事

業
者
等

補
助

1/
3

手
数
料
の

1/
3

引
下
げ

（
１
）

（
２
）

事
業
イ
メ
ー
ジ

決
済
事

業
者
等

成
果
目
標


本
事
業
の
効
果
も
含
め
て
、2

02
5年
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に
民
間
最
終
消
費
支
出
に
占
め
る

キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
比
率

40
％
を実

現
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す
。


（
１
）
の
枠
組
み
に
沿
って
中
小
・小
規
模
事
業
者
が
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
を
行
う

際
に
決
済
事
業
者
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支
払
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盟
店
手
数
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（
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）
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間
中
補
助
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す
。

（
３
）
決
済
手
数
料
の
補
助


キ
ャッ
シ
ュレ
ス
決
済
は
、中

小
・小
規
模
事
業
者
に
とっ
て
、レ
ジ
締
め
の
手
間
や
コ

ス
トが
省
け
る
な
ど生

産
性
を
高
め
る
こと
が
で
き
、消

費
者
に
とっ
て
も
、A

TM
か
ら

現
金
を引

き出
す
手
間
が
省
け
る
な
どの
メリ
ット
が
あ
りま
す
。


こう
した
キ
ャッ
シ
ュレ
ス
化
の
メリ
ット
や
本
事
業
の
内
容
を
分
か
りや
す
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。

（
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）
キ
ャッ
シ
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ス
決
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与
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体
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助

中
小
・小
規
模

事
業
者

決
済
事

業
者
等

補
助

2/
3

端
末
導
入
費

10
/1

0支
援

（
３
）

①
社
会
通
念
上
不
適
切
と考
え
られ
る
者
、②

換
金
性
の
高
い
取
引
、③

別
途
の
需
要
平
準
化
対
策
が
講
じら
れ
る
取
引
、

④
一
部
の
消
費
税
非
課
税
取
引
が
その
取
引
の
太
宗
を
占
め
る
と考

え
られ
る
者
な
どを
除
き
、幅

広
く中
小
・小
規
模
事

業
者
を
対
象
とし
ます
。
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○沖縄県内の地域別観光訪問者数　（H21⇒H29）

地域
H21

訪問者数
H29

訪問者数
増加指数
（H21=100）

やんばる 327,746 591,961 180.6

本部半島 2,469,400 2,828,256 114.5

北部西海岸 2,006,034 2,489,993 124.1

北部東海岸 401,207 770,488 192.0

中部西海岸 1,819,558 2,724,898 149.8

中部東海岸 864,572 1,418,826 164.1

那覇市 4,068,576 6,304,850 155.0

南部 1,876,066 2,029,579 108.2

宮古島及び周辺離島 367,302 836,262 227.7

石垣島及び周辺離島 774,160 1,259,091 162.6

沖縄本島の周辺離島その他 457,715 516,791 112.9

出所：入域観光客数、沖縄県観光実態調査（沖縄県）のデータより沖縄総合事務局が作成。

※1　H21の訪問者数を100として、H29の訪問者数の増加指数（H29/H21*100）を算出。

※2　観光訪問者数は、入域観光客数に各エリアの訪問率を乗じた推計値。

（エリア参考）
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